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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 第22期より連結財務諸表を、第23期中より中間連結財務諸表を作成しております。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第23期までは潜在株式が存在しないため、また第

24期中は希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

４ 平成16年５月20日付をもって株式の分割（１：３）を行っております。 

５ 平成17年５月20日付をもって株式の分割（１：２）を行っております。 

６ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

  

  

第一部 【企業情報】

回次 第22期中 第23期中 第24期中 第22期 第23期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (千円) ― 11,554,337 14,162,379 20,208,256 24,392,310

経常利益 (千円) ― 317,350 484,363 589,944 693,464

中間(当期)純利益 (千円) ― 189,596 249,592 326,792 398,938

純資産額 (千円) ― 2,056,684 3,220,026 1,937,637 3,020,262

総資産額 (千円) ― 5,165,266 6,498,454 5,117,713 6,230,714

１株当たり純資産額 (円) ― 112,387.11 78,922.22 314,268.43 147,017.75

１株当たり中間(当期)純
利益

(円) ― 10,360.46 6,117.46 50,195.43 19,715.38

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 39.82 49.55 37.91 48.47

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △108,687 258,756 526,945 291,182

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △104,575 △124,061 △198,528 △245,594

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 221,970 △40,375 △86,421 449,459

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) ― 972,171 1,552,830 963,463 1,458,511

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名) ―
384
(67)

434
(87)

322
（52)

415
(70)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、第22期中は関連会社がないため、また第23期中より中間連結

財務諸表を作成しているため記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第23期までは潜在株式が存在しないため、また第

24期中は希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

４ 平成16年５月20日付をもって株式の分割（１：３）を行い、発行済株式総数は18,300株となりました。 

５ 平成16年10月28日に公募により1,800株を発行し、発行済株式総数は20,100株となりました。 

６ 平成16年11月30日に第三者割当により300株を発行し、発行済株式総数は20,400株となりました。 

７ 平成17年５月20日付をもって株式の分割（１：２）を行い、発行済株式総数は40,800株となりました。 

８ 第23期中より中間連結財務諸表を作成しているため、キャッシュ・フロー計算書に係る経営指標等は記載し

ておりません。 

９ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第22期中 第23期中 第24期中 第22期 第23期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (千円) 9,650,014 11,106,893 13,698,985 20,208,256 23,502,564

経常利益 (千円) 322,597 299,451 474,164 589,944 669,917

中間(当期)純利益 (千円) 158,801 180,914 245,789 326,792 389,130

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 314,050 314,050 683,939 314,050 683,939

発行済株式総数 (株) 6,100 18,300 40,800 6,100 20,400

純資産額 (千円) 1,769,775 2,048,002 3,206,415 1,937,637 3,010,454

総資産額 (千円) 4,343,428 5,048,503 6,381,724 5,004,739 6,136,004

１株当たり純資産額 (円) 290,127.07 111,912.71 78,588.62 314,268.43 146,536.97

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 26,033.06 9,886.05 6,024.25 50,195.43 19,203.61

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― 6,000 2,000

自己資本比率 (％) 40.70 40.56 50.24 38.72 49.06

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 228,854 ― ― ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △138,176 ― ― ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △36,303 ― ― ― ―

現金及び現金同等物 
の中間期末残高

(千円) 775,843 ― ― ― ―

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
288
(40)

375
(67)

422
(87)

311
(52)

404
(70)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容につい

て、重要な変更はありません。なお、当中間連結会計期間から、当社グループの事業別の区分を変更して

おります。変更の内容は、「第２ 事業の状況  ２生産、受注及び販売の状況  (3)販売実績」に記載のと

おり、売上高構成比の変化に伴い、「人材派遣関連事業」に含めていた「マーケティング事業」と「製造

事業」を別掲とし、また「ITビジネス事業」を「その他」に含めております。 

「マーケティング事業」と「製造事業」の内容は次のとおりであります。 

(1)マーケティング事業 

マーケティング事業は、企業を顧客として、企画営業や営業戦術設計、営業代行サービスを行う事業

であります。当中間連結会計期間は、主に情報通信関連分野での、光回線のインターネット利用契約に

関する業務を行っております。 

(2)製造事業 

製造事業は、規制緩和によって平成16年3月に解禁された製造ラインへの人材派遣や、試験実験業務

が主な事業であります。当社は平成17年3月に愛知県刈谷市に製造派遣スタッフの技能研修を行う「テ

クニカルセンター」を開設し、人材の育成と派遣を行っております。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであり

ます。 

(1) 連結会社における状況 

平成17年９月30日現在 

 
（注）１ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

２ （ ）内に臨時雇用者数の月平均雇用人員（１日7.5時間換算）を外数で記載しております。 

３ 全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

２ ( )内に臨時雇用者数の月平均雇用人員(１日7.5時間換算)を外数で記載しております。 

事業部門等の名称 従業員数（名）

人材派遣関連事業  265（35）

教育サービス事業   8（ 6）

人材紹介事業   12（ 3）

ＣＡＤ事業   15（ 1）

介護サービス事業    9（ 1）

マーケティング事業   15（ 3）

製造事業    14（ 1）

その他     4（ 1）

全社（共通）    92（36）

合計  434（87）

従業員数(名) 422(87)



(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の拡大に伴い、個人消費にも

明るさが戻るなど、景気は緩やかな回復基調となりました。また、雇用情勢に関しても、一部にまだ厳

しさが残るものの、完全失業率や有効求人倍率は改善の方向に向かいつつあります。特に、当社が事業

基盤を置く東海地区は、自動車産業など製造業を始めとして企業業績が比較的好調であり、中部新国際

空港や愛知万博などの活性化効果も加わって、良好に推移いたしました。このため、当地区の人材需要

は引き続き旺盛であり、このような環境に対応して当社は積極的な事業展開を行い、業績の順調な拡大

を果たしました。 

当社の業績は、主力の人材派遣関連事業を始めとして、人材紹介事業や、CAD、マーケティング（情

報通信関連の営業業務）、介護などの専門分野も高水準の伸びとなり、売上高の拡大とともに収益性も

向上いたしました。なお、当中間連結会計期間における新拠点として、三重県中南勢エリアの事業強化

に向けて、5月に津支店を開設いたしました。 

当中間連結会計期間のトピックスとして、当社は愛知万博において民間最大規模の日立パビリオンを

始めとする多くの施設や組織に人材を派遣することができました。さらにポスト万博に向けて、万博就

業者の閉幕後の就業支援を目的とする「お仕事相談会」を会場内で開催するとともに、マス媒体での告

知を交えた登録キャンペーンを積極的に展開いたしました。 

官公庁発注の委託事業については、当中間連結会計期間においても厚生労働省の「名古屋地区に係る

民間委託による長期失業者の就職支援事業」（第1四半期、第2四半期）、名古屋市教育委員会の「学校

生活介助アシスタント派遣事業」、名古屋市の「若年者就労支援事業」など、各種の事業を受託いたし

ました。 

これらの活動により、当中間連結会計期間の業績は、売上高141億62百万円（前年同期比22.6％

増）、経常利益4億84百万円（前年同期比52.6％増）、中間純利益2億49百万円（前年同期比31.6％増）

となりました。 

事業別の業績は次のとおりであります。 

人材派遣関連事業の売上高は127億75百万円（前年同期比16.6％増）となりました。この内訳は人材

派遣業務が113億88百万円(前年同期比16.4％増）、請負業務が13億87百万円(前年同期比18.2％増）で

あります。さらに、人材派遣業務の内訳はオフィス系が86億80百万円(前年同期比13.0％増）、テクニ

カル系15億4百万円（前年同期比12.9％増）、その他12億3百万円（前年同期比56.3％増）となり、東海

地区の比較的良好な経済環境を反映して、いずれの分野も順調に業績が拡大いたしました。 

教育サービス事業は、ビジネスマナー、パソコン、語学等、各種のスキルアップ講座の運営や企業研

修等の受注により、売上高は65百万円（前年同期比34.1％増）となりました。 

人材紹介事業は、優良企業に的を絞った営業展開や高スキル人材の紹介を進めた結果、売上高84百万

円（前年同期比35.9％増）となりました。 

CAD事業は、自動車関連業界からの需要が旺盛であり、当社が運営するCAD講座での人材育成を促進

し、売上高4億3百万円（前年同期比19.6％増）となりました。 

介護サービス事業は、社会福祉施設への派遣を促進したほか、名古屋市教育委員会から「学校生活介

助アシスタント派遣事業」を受託し、売上高は1億46百万円(前年同期比12.5％増）となりました。 

マーケティング事業は、インターネット利用におけるブロードバンド化の広がりを背景に、順調に業



績を拡大し、売上高4億55百万円（前年同期なし）となりました。 

製造事業は、規制緩和による新たな市場に対する営業活動と人材の募集・育成を促進し、売上高2億

13百万円（前年同期なし）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローは、営業活動により2億58百万円増加し、投資活動により1

億24百万円減少し、財務活動により40百万円減少し、この結果、現金及び現金同等物は前連結会計年度

末から94百万円増加となり、当中間期末残高は15億52百万円（前年同期比59.7％増）となりました。 

各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前中間純利益が4億37百万円(前年同期比31.6％増）となり、これに賞与引当金増加額43百

万円（前年同期比172.1％増）、減損損失額44百万円（前年同期なし）などの非資金支出項目と、売上

債権の増加による支出1億32百万円（前年同期は売上債権の減少による収入17百万円）、法人税等の支

払額1億38百万円（前年同期比44.0％減）などがありました。これにより、営業活動による収入は2億58

百万円となりました（前年同期は1億8百万円の支出であり、前年同期比3億67百万円の増加でありま

す）。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

本社の増床や情報システムの強化に伴う有形固定資産の取得による支出が60百万円（前年同期比

2.7％増）、情報システムのソフトウェアなど無形固定資産の取得による支出が59百万円（前年同期比

117.5％増）あったこと等により、投資活動による支出は1億24百万円（前年同期比18.6％増）でありま

した。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

配当金の支払による支出が40百万円（前年同期比12.5％増）あったことにより、財務活動による支出

は40百万円でありました（前年同期は2億21百万円の収入であり、前年同期比2億62百万円の減少であり

ます）。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当グループの主たる業務は、人材派遣関連事業、教育サービス事業、人材紹介事業などの総合人材サ

ービス事業であり、提供するサービスの性格上、生産実績の記載になじまないため、記載を省略してお

ります。 

  

(2) 受注実績 

生産実績と同様の理由により、記載を省略しております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における売上実績を事業別及び業務別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １  上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 売上高構成比の変化に伴い、「人材派遣関連事業」に含めていた「マーケティング事業」と「製造事業」を

別掲とし、また「ITビジネス事業」を「その他」に含めております。 

  

当中間連結会計期間における売上実績を地域別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 東海地区は、愛知、岐阜、三重、静岡の東海４県であります。 

  

事業別および業務別 売上実績(千円) 構成比（%） 前年同期比（%）

人材派遣関連事業 12,775,811 90.2 116.6

  人材派遣業務 11,388,749 80.4 116.4

    オフィス系（一般事務） 8,680,763 61.3 113.0

     テクニカル系（専門事務） 1,504,941 10.6 112.9

     その他 1,203,044 8.5 156.3

   請負業務 1,387,061 9.8 118.2

教育サービス事業 65,826 0.5 134.1

人材紹介事業 84,816 0.6 135.9

ＣＡＤ事業 403,618 2.9 119.6

介護サービス事業 146,659 1.0 112.5

マーケティング事業 455,590 3.2 －

製造事業 213,215 1.5 －  

その他 16,841 0.1 115.0

合計 14,162,379 100.0 122.6

地域別 売上実績(千円) 構成比（%） 前年同期比（%）

東海地区 13,014,173 91.8  124.9  

首都圏 771,995 5.5   96.0  

関西圏 376,211 2.7  112.6  

合計 14,162,379 100.0  122.6  



当中間連結会計期間における新規登録派遣労働者数、登録する派遣労働者の累計人数(平成17年９月

30日現在)及び稼働中の派遣労働者数は、次のとおりであります。 

  

  

 
(注) １ 稼働中の派遣労働者数は、毎月の給与支払者数を６ヶ月平均しております。 

２ 上記人数には請負業務における労働者を含んでおります。 

  

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約などは行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間において、該当事項はありません。 

  

  

区分 人員（名） 前年同期比（%）

新規登録派遣労働者数 8,440 95.1

登録派遣労働者数の累計 112,624 115.8

稼働中の派遣労働者数 10,047 116.4



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のと

おりであります。 

提出会社 

 
(注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。 

  

  

事 業 所 名 
(所 在 地)

設備内容 投資額(千円) 完了年月 完成後の増加能力

津支店 
（三重県津市）

管理・営業 
業務施設

11,784 平成17年５月
三重県中南西部エリア
の営業強化



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 
  平成16年６月29日定時株主総会決議 （新株予約権の発行日 平成17年５月23日） 

 
  

  (注）新株予約権発行後、当社が株式の分割または併合を行う場合、それぞれ効力発生の時をもって次の算式によ

り払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 120,000

計 120,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 40,800 40,800
ジャスダック
証券取引所

―

計 40,800 40,800 ― ―

中間会計期間末現在
(平成17年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日)

新株予約権の数 324個 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数
648株（新株予約権１個につ
き２株）

同左

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき245,280円（注） 同左

新株予約権の行使期間
自 平成18年７月１日
至 平成21年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格
  １株につき245,280円 
資本組入額 
  １株につき122,640円

同左

新株予約権の行使の条件

・権利行使時において当社の
取締役又は従業員および当社
子会社の取締役であることを
要するものとする。 
・新株予約権者の相続人によ
る本新株予約権の行使は認め
ない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

・新株予約権を譲渡するとき
は取締役会の承認を要する。 
・質入れその他の処分は認め
ないものとする。

同左

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１



   
 また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株の発行を行う場合または自己株式を処分する場合（新
株予約権の行使に伴う株式の発行を除く）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未
満の端数は切り上げるものとする。 

 
  

   なお、上記算式において、「既発行株式数」とは発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を控除し 
  た数とし、自己株式を処分する場合は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 

  

分割(または併合)の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新株発行株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
（注）平成17年５月20日付をもって株式の分割(1：2）を行い、発行済株式総数が40,800株となっております。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
（注）１．野村信託銀行株式会社（投信口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数は、

すべて信託業務に係るものであります。 

２．アトランティス・インベストメント・マネージメント・リミテッドから、平成17年5月12日付で提出された

大量保有報告書の変更報告書により、平成17年4月30日において報告義務が発生し、1,241株を保有してい

る旨の報告を受けておりますが、当社として中間期末時点における所有株式数の確認ができませんので、

上記大株主の状況に含めておりません。その大量保有報告書の内容は下記のとおりであります。なお、当

社は平成17年5月20日を効力発生日として、普通株式1株につき2株の割合をもって株式分割いたしました。

下記内容の所有株式数1,241株は、当該分割の効力発生日前の当社発行済株式総数20,400株に対する割合と

して6.08％となるものであります。 

 
３．スパークス・アセット・マネジメント投信株式会社から、平成17年10月13日付で提出された大量保有報告

書の変更報告書により、平成17年9月30日において報告義務が発生し、1,915株を保有している旨の報告を

受けておりますが、当社として中間期末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の

状況に含めておりません。なお、その大量保有報告書の内容は下記のとおりであります。 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成17年５月20日 20,400 40,800 ― 683,939 ― 673,668

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(株)

発行済株式総数
に対する所有株 
式数の割合(％)

ウーマンスタッフ有限会社 名古屋市緑区倉坂1127番地 12,060 29.55

日比野 三吉彦 名古屋市緑区倉坂1127番地 3,140 7.69

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1丁目1番2号 1,440 3.52

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦3丁目21番24号 1,440 3.52

日比野 貴久彦 名古屋市緑区倉坂1127番地 1,200 2.94

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町2丁目2番2号 1,085 2.65

住友生命保険相互会社 
（常任代理人 日本トラスティ・サービ
ス信託銀行株式会社）

東京都中央区築地七丁目18番24号
（東京都中央区晴海1丁目8番11号）

900 2.20

エイチエスビーシー バンク ピーエル
シー アカウント アトランティス ジ
ャパン グロース ファンド 
（常任代理人 香港上海銀行東京支店）

2 COPTHALL AVENUE,LONDON,EC2R 7DA UK
（東京都中央区日本橋3丁目11番1号） 

778 1.90

ステート ストリート バンク アンド ト
ラスト カンパニー505030 
（常任代理人 株式会社みずほコーポレ
ート銀行兜町証券決済業務室）

WORLD  TRADE  CENTER  STRAWINSKYL  AAN 
1455 1077XX AMSTERDAM NETHERLAND 
（東京都中央区日本橋兜町6番7号）

714 1.75

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町2丁目11番3号 644 1.57

計 ― 23,401 57.35

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する所
有株式数の割合（％）

アトランティス・インベストメン
ト・マネージメント・リミテッド

英国 ロンドン市 コプソ
ールアヴェニュー ２

1,241 6.08

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

スパークス・アセット・マネジ
メント投信株式会社

東京都品川区大崎一丁目
11番2号ゲートシティ大崎

1,915 4.69



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
  

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 40,800 40,800 ―

端株 ― ― ―

発行済株式総数 40,800 ― ―

総株主の議決権 ― 40,800 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 273,000 233,000 224,000 259,000 237,000 260,000

最低(円) 220,000 182,000 193,000 205,000 212,000 224,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

（１）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣

府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

（２）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令

第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16

年９月30日まで)および前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)ならびに当中間

連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)および当中間会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、監査法人トーマツにより

中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,062,174 1,642,830 1,548,511

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

2,665,859 3,242,584 3,109,949

 ３ たな卸資産 22,863 19,857 17,830

 ４ 前払費用 80,521 83,677 52,042

 ５ 繰延税金資産 77,983 109,542 83,548

 ６ その他 15,187 14,907 4,030

   貸倒引当金 △777 △632 △608

  流動資産合計 3,923,812 76.0 5,112,766 78.7 4,815,304 77.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 110,013 119,498 125,286

  (2) 器具備品 68,796 92,838 105,729

  (3) その他 71,596 250,406 28,252 240,589 72,076 303,091

 ２ 無形固定資産

  (1) 連結調整勘定 56,410 43,874 50,142

  (2) その他 131,375 187,785 177,309 221,184 175,573 225,716

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 投資有価証券 102,766 157,059 136,549

  (2) 繰延税金資産 107,284 116,955 103,887

  (3) 差入保証金 301,697 367,223 363,776

  (4) 長期性預金 200,000 200,000 200,000

  (5) その他 92,759 82,674 82,388

    貸倒引当金 △1,246 803,261 ― 923,912 ― 886,602

  固定資産合計 1,241,453 24.0 1,385,687 21.3 1,415,410 22.7

  資産合計 5,165,266 100.0 6,498,454 100.0 6,230,714 100.0 



   
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

 １ 短期借入金 ※２ 500,000 ― ―

 ２ 未払金 123,314 146,524 228,469

 ３ 未払費用 1,539,808 1,911,600 1,896,172

 ４ 未払法人税等 146,385 246,252 157,765

 ５ 未払消費税等 214,323 282,048 318,169

 ６ 預り金 218,419 254,369 228,506

 ７ 賞与引当金 121,009 173,163 129,857

 ８ その他 7,505 7,222 3,169

  流動負債合計 2,870,767 55.6 3,021,181 46.5 2,962,110 47.5

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 75,779 84,562 81,166

 ２ 役員退職慰労 
   引当金

162,035 172,683 167,175

  固定負債合計 237,814 4.6 257,245 4.0 248,341 4.0

  負債合計 3,108,582 60.2 3,278,427 50.5 3,210,452 51.5

（資本の部）

Ⅰ 資本金 314,050 6.1 683,939 10.5 683,939 11.0

Ⅱ 資本剰余金 303,780 5.9 673,668 10.4 673,668 10.8

Ⅲ 利益剰余金 1,428,444 27.6 1,825,479 28.1 1,637,787 26.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

10,408 0.2 36,939 0.5 24,867 0.4

  資本合計 2,056,684 39.8 3,220,026 49.5 3,020,262 48.5

  負債資本合計 5,165,266 100.0 6,498,454 100.0 6,230,714 100.0 



② 【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 11,554,337 100.0 14,162,379 100.0 24,392,310 100.0 

Ⅱ 売上原価 9,427,749 81.6 11,621,769 82.1 19,982,736 81.9

  売上総利益 2,126,587 18.4 2,540,609 17.9 4,409,573 18.1

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

 １ 広告費 236,623 223,459 441,347

 ２ 役員報酬 40,190 41,931 79,331

 ３ 給与及び賞与 747,655 840,030 1,653,249

 ４ 賞与引当金繰入 120,379 163,493 126,969

 ５ 退職給付費用 9,764 10,961 18,459

 ６ 役員退職慰労 
   引当金繰入

5,590 5,508 10,230

 ７ 法定福利費 102,052 123,963 213,766

 ８ 旅費交通費 73,234 83,337 153,603

 ９ 通信費 69,448 80,621 145,651

 10 地代家賃 155,139 189,916 332,581

 11 貸倒引当金繰入 ― 24 ―

 12 その他 249,983 1,810,063 15.7 291,294 2,054,542 14.5 534,265 3,709,456 15.2

  営業利益 316,523 2.7 486,067 3.4 700,116 2.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 224 222 474

 ２ 受取配当金 715 937 876

 ３ 社宅家賃 3,332 ― 6,987

 ４ テキスト販売 
   収入

969 424 946

 ５ 保険返戻金 － ― 1,274

 ６ その他 340 5,581 0.0 331 1,915 0.0 1,578 12,139 0.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 2,614 1,473 4,410

 ２ 新株発行費 2,139 2,146 14,380

 ３ その他 1 4,755 0.0 0 3,619 0.0 1 18,791 0.1

  経常利益 317,350 2.7 484,363 3.4 693,464 2.8



  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券 
   売却益

15,090 ― 18,287

 ２ 貸倒引当金戻入 607   ― 719

 ３ 和解金収入 ― 15,698 0.2 ― ― ― 3,400 22,407 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※１ 43 43 67

 ２ 固定資産除却損 ※２ 344 2,229 8,259

 ３ 減損損失 ※３ ― 44,318 ―

 ４ 投資有価証券 
   評価損

― 387 0.0 ― 46,591 0.3 8,694 17,021 0.0

  税金等調整前中間 
  （当期）純利益

332,661 2.9 437,772 3.1 698,850 2.9

  法人税、住民税 
  及び事業税

134,343 235,476 303,219

  法人税等調整額 8,721 143,064 1.3 △47,296 188,179 1.3 △3,308 299,911 1.3

  中間（当期） 
  純利益

189,596 1.6 249,592 1.8 398,938 1.6



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 303,780 673,668 303,780

Ⅱ 資本剰余金増加高

      増資による新株の発行 ― ― ― ― 369,887 369,887

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)
  残高

303,780 673,668 673,668

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 1,296,048 1,637,787 1,296,048

Ⅱ 利益剰余金増加高

   中間（当期）純利益 189,596 189,596 249,592 249,592 398,938 398,938

Ⅲ 利益剰余金減少高

   配当金 36,600 40,800 36,600

   役員賞与 20,600 57,200 21,100 61,900 20,600 57,200

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)
  残高

1,428,444 1,825,479 1,637,787



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

１ 税金等調整前中間（当期） 
  純利益

332,661 437,772 698,850

２ 減価償却費 50,162 62,583 106,885

３ 連結調整勘定償却額 6,267 6,267 12,535

４ 退職給付引当金の増減額 
  （減少：△）

△1,023 3,396 4,363

５ 役員退職慰労引当金の 
  増減額（減少：△）

△2,070 5,508 3,070

６ 賞与引当金の増減額 
  （減少：△）

15,917 43,306 24,765

７ 貸倒引当金の増減額 
  （減少：△）

△22,314 24 △23,730

８ 受取利息及び受取配当金 △939 △1,159 △1,351

９ 支払利息 2,614 1,473 4,410

10 有形固定資産除売却損 387 2,162 8,327

   11 減損損失 ― 44,318 ―

12 投資有価証券売却益 △15,090 ― △18,287

13 投資有価証券評価損 ― ― 8,694

14 売上債権の増減額
  （増加：△）

17,665 △132,635 △426,781

15 未払金・未払費用の増減額
  （減少：△）

△101,524 5,147 291,878

16 未払消費税等の増減額
  （減少：△）

△112,894 △36,120 △9,048

17 役員賞与の支払額 △20,600 △21,100 △20,600

18 その他 △8,061 △23,031 42,999

小計 141,157 397,913 706,980

19 利息及び配当金の受取額 939 1,159 1,351

20 利息の支払額 △2,723 △1,473 △4,316

21 法人税等の支払額 △248,060 △138,843 △412,832

営業活動による
キャッシュ・フロー

△108,687 258,756 291,182



  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円） 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

１ 定期預金の預入による支出 ― ― △10,000

２ 定期預金の払戻による収入 ― ― 10,002

３ 有形固定資産の取得による 
  支出

△59,106 △60,718 △113,412

４ 有形固定資産の売却による 
  収入

10 20 44

５ 無形固定資産の取得による 
  支出

△27,376 △59,536 △64,887

６ 投資有価証券の取得による 
  支出

△21,378 △203 △41,514

７ 投資有価証券の売却による 
  収入

28,627 ― 33,802

８ 貸付けによる支出 △400 ― △800

９ 貸付金の回収による収入 ― ― 800

10 その他 △24,950 △3,623 △59,629

投資活動による
キャッシュ・フロー

△104,575 △124,061 △245,594

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

１ 短期借入金純増減額 260,000 ― △240,000

  ２ 株式の発行による収入 ― ― 729,775

３ 配当金の支払額 △35,889 △40,375 △35,938

４ その他 △2,139 ― △4,377

財務活動による
キャッシュ・フロー

221,970 △40,375 449,459

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 8,707 94,318 495,047

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

963,463 1,458,511 963,463

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末（期末）残高

※１ 972,171 1,552,830 1,458,511



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

すべての子会社を連結して

おります。

連結子会社の数   １社

連結子会社の名称

 川商スタッフサービス㈱

同左 同左

２ 持分法の適用に関

する事項

非連結子会社及び関連会社

はありません。 

同左 同左

３ 連結子会社の中間

決算日（事業年

度）等に関する事

項

川商スタッフサービス㈱は

７月31日を中間決算日とし

ており中間連結決算日との

差は３ケ月以内であるた

め、中間連結財務諸表の作

成にあたっては、同日現在

の中間財務諸表を使用し、

中間連結決算日との間に生

じた重要な取引については

連結上必要な調整を行って

おります。 

      同左 川商スタッフサービス㈱は

１月31日を決算日としてお

り連結決算日との差は３ケ

月以内であるため、連結財

務諸表の作成にあたって

は、同日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引につい

ては連結上必要な調整を行

っております。 

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

(イ)有価証券

 その他有価証券

 時価のあるもの

…中間決算期末日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定)

(イ)有価証券

 その他有価証券

 時価のあるもの

…同左

(イ)有価証券

 その他有価証券

 時価のあるもの

…決算期末日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定)

(ロ)たな卸資産

貯蔵品

…最終仕入原価法による

原価法

(ロ)たな卸資産

貯蔵品

…同左

(ロ)たな卸資産

貯蔵品

…同左

(2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

(イ)有形固定資産

定率法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

建物    …10～50年

 器具備品  …４～15年

(イ)有形固定資産

同左

(イ)有形固定資産

同左

(ロ)無形固定資産

定額法を採用しておりま

す。

自社利用のソフトウェア

については、社内における

利用可能期間(５年)による

定額法を採用しておりま

す。

(ロ)無形固定資産

同左

(ロ)無形固定資産

同左



項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(3) 重要な引当金の

計上基準

(イ)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

(イ)貸倒引当金

同左

(イ)貸倒引当金

同左

(ロ)賞与引当金

従業員の賞与の支給に備

えるため、賞与支給見込額

の当中間連結会計期間負担

額を計上しております。

(ロ)賞与引当金

    同左

(ロ)賞与引当金

従業員の賞与の支給に備

えるため、賞与支給見込額

の当連結会計年度負担額を

計上しております。

(ハ)退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務の額

に基づき、当中間連結会計

期間末において発生してい

ると認められる額を計上し

ております。

(ハ)退職給付引当金

    同左

(ハ)退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務の額

に基づき、当連結会計年度

末において発生していると

認められる額を計上してお

ります。

(ニ)役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支払に

備えるため、内規に基づく

中間連結会計期間末要支給

額の１００％を計上してお

ります。

(ニ)役員退職慰労引当金

    同左

(ニ)役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支払に

備えるため、内規に基づく

連結会計年度末要支給額の

１００％を計上しておりま

す。

(4)重要なリース取

引の処理方法

―  リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左

(5) その他中間連結

財務諸表（連結

財務諸表）作成

のための重要な

事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税

の会計処理は税抜方式によ

っております。

なお、仮払消費税等およ

び仮受消費税等は、相殺の

うえ、流動負債に未払消費

税等として表示しておりま

す。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税

の会計処理は税抜方式によ

っております。

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

（連結キャッシ

ュ・フロー計算

書）における資金

の範囲

手許現金、随時引き出し

可能な預金および容易に換

金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から

３ケ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなって

同左 同左



おります。



会計処理の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

― （固定資産の減損に係る会計基準） ―

当中間連結会計期間より「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））および「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税金等調整前中間

純利益は44,318千円減少しておりま

す。 

― （受取家賃等の計上方法の変更） ―

従来、従業員の社宅に関する支払

家賃を販売費及び一般管理費に計上

し、これに対して、従業員の負担分

として収受する受取家賃を営業外収

益の「社宅家賃」に計上しておりま

したが、従業員数の増加に伴い当該

収入の金額的重要性が高まったこと

から、会社が負担すべき費用の実額

を計上することがより適切な営業損

益計算を行うために合理的な処理と

判断し、当中間連結会計期間より、

当該受取家賃を販売費及び一般管理

費より控除する方法に変更しており

ます。 

 この結果、従来と同一の方法を採

用した場合と比べ、販売費及び一般

管理費は4,537千円減少し、営業利

益は同額増加しておりますが、経常

利益および税金等調整前中間純利益

に与える影響はありません。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

291,605千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

332,042千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

306,008千円

※２ 当座借越契約

当社においては、運転資金

の効率的な調達を行うため取

引銀行と当座借越契約を締結

しております。これら契約に

基づく当中間連結会計期間末

の借入未実行残高は次のとお

りであります。

当座借越 
契約の総額

3,150,000千円

借入実行 
残高

500,000千円

差引額 2,650,000千円

※２ 当座借越契約

当社においては、運転資金

の効率的な調達を行うため取

引銀行と当座借越契約を締結

しております。これら契約に

基づく当中間連結会計期間末

の借入未実行残高は次のとお

りであります。

当座借越
契約の総額

3,250,000千円

借入実行
残高

―千円

差引額 3,250,000千円

※２ 当座借越契約

当社においては、運転資金

の効率的な調達を行うため取

引銀行と当座借越契約を締結

しております。これら契約に

基づく当連結会計年度末の借

入未実行残高は次のとおりで

あります。

当座借越
契約の総額

3,450,000千円

借入実行
残高

―千円

差引額 3,450,000千円

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 固定資産売却損の内訳 

   車輌運搬具     43千円

※１ 固定資産売却損の内訳 

   車輌運搬具       43千円

※１ 固定資産売却損の内訳 

   車輌運搬具     67千円

 

※２ 固定資産除却損の内訳

器具備品 344千円

 

※２ 固定資産除却損の内訳

建物及び構築物
原状回復工事

1,144千円
110千円

器具備品 912千円

車輌運搬具 63千円

合計 2,229千円

※２ 固定資産除却損の内訳

建物及び構築物

原状回復工事

4,745千円

1,450千円

器具備品 1,492千円

ソフトウェア 571千円

合計 8,259千円

 
―

※３ 減損損失

 当中間連結会計期間において、当社
グループは以下の資産について減損損
失を計上しました。 
 
 用途・・・遊休資産 
 種類・・・土地 
 場所・・・愛知県名古屋市 
 減損損失・・・44,318千円 
 
(グルーピングの方法）
 事業用資産については、管理会計上
の区分を基礎とした事業単位ごと、遊
休資産については物件ごとにグルーピ
ングしております。 
 
（経緯） 
 遊休資産については、帳簿価額に対
して市場価格が著しく下落しているた
め、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、減損損失を計上しております。 
 
（回収可能価額の算定方法） 
 回収可能価額は正味売却価額により
測定しており、不動産鑑定評価額に基
づいて評価しております。

 
―



  



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

   （平成16年9月30日現在）

現金及び 
預金

1,062,174千円

預入期間が 
３ヶ月を 
超える 
定期預金

△90,002千円

現金及び 
現金同等物

972,171千円

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

   （平成17年9月30日現在）

現金及び
預金

1,642,830千円

預入期間が
３ヶ月を 
超える 
定期預金

△90,000千円

現金及び
現金同等物

1,552,830千円

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

    

   （平成17年3月31日現在）

現金及び
預金

1,548,511千円

預入期間が
３ヶ月を 
超える 
定期預金

△90,000千円

現金及び
現金同等物

1,458,511千円

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当中間連結会計期間のリース取引

の重要性が乏しいため注記を省略し

ております。

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当 

  額、減価償却累計額相当額 

  および中間期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当 

  額、減価償却累計額相当額 

  および期末残高相当額

 

取得価
額相当
額  
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

器具備
品

11,671 2,269 9,402

無形固定
資産のそ
の他(ソ
フトウェ
ア）

5,117 995 4,122

合計 16,789 3,264 13,525

 

取得価
額相当
額  
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

期末残
高相当
額 
(千円)

器具備品 11,671 324 11,347

無形固定
資産のそ
の他(ソフ
トウェ
ア）

5,117 142 4,975

合計 16,789 466 16,323

(注） 取得価額相当額は、未経過 

  リース料中間期末残高が有形 

  固定資産の中間期末残高等に 

  占める割合が低いため、支払 

  利子込み法により算定してお  

  ります。

(注） 取得価額相当額は、未経過 

  リース料期末残高が有形固定 

  資産の期末残高等に占める割 

  合が低いため、支払利子込み 

  法により算定しております。 

              

(2）未経過リース料中間期末残高 

  相当額   

(2）未経過リース料期末残高相当額 

 

 

１年内 5,596千円

１年超 7,928千円

 合計 13,525千円
 

１年内 5,596千円

１年超 10,726千円

合計 16,323千円

(注）未経過リース料中間期末残高 

  相当額は、未経過リース料中間 

  期末残高が有形固定資産の中間 

  期末残高等に占める割合が低い 

  ため、支払利子込み法により算 

(注）未経過リース料期末残高相当 

  額は、未経過リース料期末残高 

  が有形固定資産の期末残高等に 

  占める割合が低いため、支払利 

  子込み法により算定しておりま 



 
  

  定しております。   す。 

(3）支払リース料および減価償却費 

  相当額

(3）支払リース料および減価償却費 

  相当額

 

支払リース料 2,798千円

減価償却費相当額 2,798千円
 

支払リース料 446千円

減価償却費相当額 466千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残 

 存価額を零とする定額法によって 

 おります。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

       同左

 

       



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間（自

平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）および前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平

成17年３月31日） 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(千円)

差額 
(千円)

  株式 85,257 102,766 17,508

合計 85,257 102,766 17,508

取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(千円)

差額 
(千円)

  株式 94,924 157,059 62,135

合計 94,924 157,059 62,135

取得原価
(千円)

連結貸借対照表
計上額 
(千円)

差額 
(千円)

  株式 94,720 136,549 41,828

合計 94,720 136,549 41,828



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間（自

平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）および前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平

成17年３月31日） 

単一セグメントのため、該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間（自

平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）および前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平

成17年３月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間（自

平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）および前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平

成17年３月31日） 

海外売上高はないため、該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり 
純資産額

112,387円11銭
１株当たり 
純資産額

78,922円22銭
１株当たり
純資産額

147,017円75銭

１株当たり 
中間純利益

10,360円46銭
１株当たり 
中間純利益

6,117円46銭
１株当たり
当期純利益

19,715円38銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。

当社は、平成16年5月20日付で普

通株式１株につき普通株式３株の株

式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、以下のとおりであ

ります。

前連結会計年度

 １株当たり 
 純資産額

104,756円14銭

 １株当たり 
 当期純利益

16,731円81銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、希薄化効果

を有する潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

当社は、平成17年5月20日付で普

通株式１株につき普通株式２株の株

式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりであります。

前中間連結会計
期間

前連結会計年度

1株当たり純資
産額

1株当たり純資
産額

56,193円55銭 73,508円87銭

1株当たり中間
純利益

1株当たり当期
純利益

5,180円23銭 9,857円69銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。

当社は、平成16年5月20日付で普

通株式１株につき普通株式３株の株

式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、以下のとおりであ

ります。

前連結会計年度

１株当たり
純資産額

104,756円14銭

１株当たり
当期純利益

16,731円81銭

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益 (千円) 189,596 249,592 398,938

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ― 21,100

（うち利益処分による 
 役員賞与金）

(千円) （―) （―) （21,100)

普通株式に係る中間（当期） 
純利益

(千円) 189,596 249,592 377,838

普通株式の期中平均株式数 （株） 18,300.00 40,800.00 19,164.66

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間（当期）純利益
の算定に含めなかった潜在株式の概要

―

商法第280条ノ20及び
第280条ノ21に規定す
る新株予約権に係る潜
在株式（新株予約権の
数324個）

―



(重要な後発事象) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 平成16年10月12日開催の取締役

会の決議に基づき、当社は公募に

よる新株式の発行および株式の売

出しを次のとおり実施いたしまし

た。

 (1) 公募による新株式の発行

発行新株式数

普通株式    1,800株

発行価額

１株につき  352,275円

発行価額の総額

634,095,000円

資本組入額

１株につき  176,138円

資本組入額の総額

317,048,400円

申込期間

自 平成16年10月21日

至 平成16年10月25日

払込期日

平成16年10月28日

配当起算日

平成16年10月1日

資金の使途

システム開発および拠点

整備のための設備資金

 (2) 株式の売出し

売出株式数

引受人の買取引受けによる

売出し

普通株式     200株

オーバーアロットメントに

よる売出し

普通株式     300株

売出価格

１株につき  373,450円

売出価格の総額

186,725,000円

申込期間

自 平成16年10月21日

至 平成16年10月25日

受渡期日

平成16年10月29日 

１ 当社は、平成17年11月24日開催

の取締役会において、商法第413

条ノ３第１項簡易合併の規定に基

づき、当社の100％出資子会社で

ある川商スタッフサービス株式会

社を吸収合併することを決議いた

しました。

（1）合併の目的 

 経営を一体化して機動性と効率

性を高め、事業活動をさらに強化

していくため、同社を吸収合併い

たします。 

（2）合併の期日 

 平成18年２月１日

（3）合併の形式 

 当社を存続会社とし川商スタッ

フサービス株式会社を消滅会社と

する吸収合併とし、合併による新

株の発行および資本金の増加は行

いません。

（4）財産の引継 

 合併期日において、川商スタッ

フサービス株式会社の資産・負債

および権利義務の一切を引継ぎま

す。 

 なお、川商スタッフサービス株

式会社の平成17年７月31日現在の

財政状態は次のとおりでありま

す。 

  資産合計  337,367千円 

  負債合計  103,119千円 

  資本合計  234,247千円 

 

 

１ 当社は、平成17年２月21日開催

の取締役会において株式分割によ

る新株式の発行を行う旨の決議を

しております。 

株式分割の内容は下記のとおりで

あります。

(1) 平成17年５月20日付をもって 

 平成17年３月31日最終の株主名 

 簿及び実質株主名簿に記載され 

 た株主の所有株式数を１株に付 

 き２株の割合をもって分割す 

 る。 

(2) 分割により増加する株式数 

    普通株式 20,400株

(3) 配当起算日 

    平成17年４月１日

 

前期首に当該株式分割が行われたと

仮定した場合における（１株当たり

情報）の各数値はそれぞれ以下のと

おりであります。 

前連結会計年度

  １株当たり純資産額

52,378円07銭

  １株当たり当期純利益

8,365円90銭

当連結会計年度

  1株当たり純資産額

73,508円87銭

  １株当たり当期純利益

9,857円69銭



 
  

(2) 【その他】 

     該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

２ 平成16年10月12日開催の取締役

会の決議に基づき、当社は前記の

オーバーアロットメントによる売

出しに関連して、第三者割当によ

る新株式の発行を次のとおり実施

いたしました。

（第三者割当による新株式の発行）

発行新株式数

普通株式     300株

発行価額

１株につき  352,275円

発行価額の総額  105,682,500円

資本組入額

１株につき  176,138円

資本組入額の総額

52,841,400円

割当先および株式数

東海東京証券株式会社

300株

払込期日

平成16年11月30日

配当起算日

平成16年10月１日

資金の使途

システム開発および拠点

整備のための設備資金

― ２ 当社は、平成16年６月29日開催

の第22回定時株主総会において承

認されました商法第280条ノ20及

び商法第280条ノ21の規定に基づ

きストックオプションとして発行

する新株予約権の具体的な内容に

ついて、平成17年５月23日開催の

取締役会において下記のとおり決

議いたしました。

（1）新株予約権の発行日 

     平成17年５月23日 

（2）新株予約権の発行数 

     385個 

（3）新株予約権の発行価額 

     無償 

（4）新株予約権の目的となる株式 

  の種類および数 

     当社普通株式 770株 

    （新株予約権１個につき  

     ２株） 

（5）新株予約権の行使に際しての 

  払込金額 

     １株につき245,280円 

（6）新株予約権の行使により発行 

  する株式の発行価額の総額 

     188,865,600円  

（7）新株予約権の行使により株式 

  を発行する場合の発行価額の 

  うち資本金に組入れる額 

      94,432,800円 

    (１株につき122,640円） 

（8）新株予約権の行使期間 

     平成18年７月１日から 

     平成21年６月30日まで 

（9）申込の勧誘の相手方の人数お 

  よびその内訳 

     当社取締役および当社 

     従業員ならびに当社子 

     会社取締役合計 141名 

 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 841,789 1,408,184 1,332,602

２ 受取手形 7,910 ― 4,340

３ 売掛金 2,582,699 3,160,589 3,035,486

４ 貯蔵品 22,863 19,179 17,830

５ 前払費用 71,129 82,104 50,536

６ 繰延税金資産 76,729 108,427 83,116

７ その他 15,182 14,767 1,942

貸倒引当金 △777 △632 △608

流動資産合計 3,617,526 71.7 4,792,621 75.1 4,525,246 73.7

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

(1) 建物 109,765 119,365 125,116

(2) 器具備品 67,755 91,543 104,160

(3) その他 71,596 28,252 72,076

有形固定資産 
合計

249,117 239,161 301,353

２ 無形固定資産 127,472 173,815 171,778

３ 投資その他の
  資産

(1) 投資有価証券 102,766 157,059 136,549

(2) 関係会社株式 264,800 264,800 264,800

(3) 繰延税金資産 103,118 113,278 99,620

(4) 差入保証金 292,187 358,314 354,266

(5) 長期性預金 200,000 200,000 200,000

(6) その他 92,759 82,674 82,388

貸倒引当金 △1,246 ― ―

投資その他の 
資産合計

1,054,386 1,176,125 1,137,625

固定資産合計 1,430,976 28.3 1,589,102 24.9 1,610,757 26.3

資産合計 5,048,503 100.0 6,381,724 100.0 6,136,004 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 短期借入金 ※２ 500,000 ― ―

２ 未払金 119,386 143,874 224,132

３ 未払費用 1,476,143 1,847,508 1,843,838

４ 未払法人税等 141,502 239,688 157,694

５ 未払消費税等 202,866 271,343 304,336

６ 預り金 206,903 246,309 227,300

７ 賞与引当金 118,767 171,486 127,961

８ その他 7,505 7,222 3,169

流動負債合計 2,773,073 54.9 2,927,433 45.9 2,888,433 47.1

Ⅱ 固定負債

１ 退職給付引当金 67,032 78,190 72,151

２ 役員退職慰労
  引当金

160,395 169,685 164,965

固定負債合計 227,427 4.5 247,875 3.9 237,116 3.8

負債合計 3,000,500 59.4 3,175,308 49.8 3,125,549 50.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 314,050 6.3 683,939 10.7 683,939 11.2

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金 303,780 673,668 673,668

資本剰余金合計 303,780 6.0 673,668 10.5 673,668 11.0

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金 29,000 29,000 29,000

２ 任意積立金 19,486 1,013,951 19,486

３ 中間(当期)
未処分利益

1,371,277 768,917 1,579,493

利益剰余金合計 1,419,763 28.1 1,811,868 28.4 1,627,979 26.5

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

10,408 0.2 36,939 0.6 24,867 0.4

資本合計 2,048,002 40.6 3,206,415 50.2 3,010,454 49.1

負債資本合計 5,048,503 100.0 6,381,724 100.0 6,136,004 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 11,106,893 100.0 13,698,985 100.0 23,502,564 100.0

Ⅱ 売上原価 9,072,580 81.7 11,249,703 82.1 19,269,944 82.0

売上総利益 2,034,312 18.3 2,449,281 17.9 4,232,620 18.0

Ⅲ 販売費及び一般 
  管理費

※５ 1,738,877 15.6 1,978,499 14.5 3,563,651 15.2

営業利益 295,435 2.7 470,781 3.4 668,968 2.8

Ⅳ 営業外収益 ※１ 8,769 0.0 7,001 0.1 19,739 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２ 4,754 0.0 3,619 0.0 18,790 0.1

経常利益 299,451 2.7 474,164 3.5 669,917 2.9

Ⅵ 特別利益 ※３ 15,698 0.1 ― ― 22,407 0.1

Ⅶ 特別損失
※４
※６

387 0.0 46,577 0.4 17,021 0.1

税引前中間 
(当期)純利益

314,762 2.8 427,586 3.1 675,302 2.9

法人税、住民税 
及び事業税

130,000 229,000 295,075

法人税等調整額 3,847 133,847 1.2 △47,203 181,796 1.3 △8,902 286,172 1.2

中間(当期) 
純利益

180,914 1.6 245,789 1.8 389,130 1.7

前期繰越利益 1,190,362 523,127 1,190,362

中間(当期) 
未処分利益

1,371,277 768,917 1,579,493



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式

移動平均法による

原価法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)

(1) 有価証券

子会社株式

 同左

その他有価証券

時価のあるもの

同左

(1) 有価証券

子会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法によ

り算定)

(2) たな卸資産

貯蔵品…最終仕入原価

法による原価

法

(2) たな卸資産

貯蔵品…同左

(2) たな卸資産

貯蔵品…同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

建物   10年～50年

器具備品 ４年～15年

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法を採用しており

ます。

自社利用のソフトウェ

アについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)

による定額法を採用して

おります。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

均等償却によっており

ます。

なお、償却期間につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によ

っております。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

 



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に

備えるため、賞与支給見

込額の当中間会計期間負

担額を計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に

備えるため、賞与支給見

込額の当期負担額を計上

しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務の額に基

づき、当中間期末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。

(3) 退職給付引当金

同左

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務の額に基

づき、当期末において発

生していると認められる

額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支払

に備えるため、内規に基

づく中間期末要支給額の

100％を計上しておりま

す。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支払

に備えるため、内規に基

づく期末要支給額の

100％を計上しておりま

す。

４ リース取引の処理

方法

― リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっております。

なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は、相殺

のうえ、流動負債に未払

消費税等として表示して

おります。

(1) 消費税等の会計処理

同左

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税

の会計処理は税抜方式に

よっております。

(2) 繰延資産の処理方法

新株発行費

支出時に全額費用と

して処理しておりま

す。

(2) 繰延資産の処理方法

新株発行費

同左

(2) 繰延資産の処理方法

新株発行費

同左



会計処理の変更 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

― （固定資産の減損に係る会計基準） ―

当中間会計期間より「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））および「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより税引前中間純利益は

44,318千円減少しております。 

― （受取家賃等の計上方法の変更） ―

従来、従業員の社宅に関する支払

家賃を販売費及び一般管理費に計上

し、これに対して、従業員の負担分

として収受する受取家賃を営業外収

益に計上しておりましたが、従業員

数の増加に伴い当該収入の金額的重

要性が高まったことから、会社が負

担すべき費用の実額を計上すること

がより適切な営業損益計算を行うた

めに合理的な処理と判断し、当中間

会計期間より、当該受取家賃を販売

費及び一般管理費より控除する方法

に変更しております。 

 この結果、従来と同一の方法を採

用した場合と比べ、販売費及び一般

管理費は4,537千円減少し、営業利

益は同額増加しておりますが、経常

利益および税引前中間純利益に与え

る影響はありません。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       282,065千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額     323,712千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額     296,993千円

 

※２ 当座借越契約

運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行と当座借越契約

を締結しております。これら契

約に基づく当中間会計期間末の

借入未実行残高は次のとおりで

あります。

当座借越
契約の総額

3,150,000千円

借入実行残高 500,000千円

差引額 2,650,000千円
 

※２ 当座借越契約

運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行と当座借越契約

を締結しております。これら契

約に基づく当中間会計期間末の

借入未実行残高は次のとおりで

あります。

当座借越
契約の総額

3,250,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 3,250,000千円
 

※２ 当座借越契約

運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行と当座借越契約

を締結しております。これら契

約に基づく当事業年度末の借入

未実行残高は次のとおりであり

ます。

当座借越
契約の総額

3,450,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 3,450,000千円

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 210千円

受取配当金 715千円
 

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 207千円

受取配当金 937千円
 

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 445千円

受取配当金 876千円

 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 2,614千円

新株発行費 2,139千円
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 1,473千円

新株発行費 2,146千円
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 4,410千円

新株発行費 14,380千円

 

※３ 特別利益のうち主要なもの

投資有価証券売
却益

15,090千円

※３     ―

 

※３ 特別利益のうち主要なもの

投資有価証券
売却益

18,287千円

 

※４ 特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損
(器具備品)

344千円

※４ 特別損失のうち主要なもの

減損損失 44,318千円

固定資産除却損
(建物他）

 2,216千円

※４ 特別損失のうち主要なもの

投資有価証券評
価損

8,694千円

固定資産除却損 
(建物他）

8,259千円

 

※５ 減価償却実施額

有形固定資産 26,292千円

無形固定資産 22,971千円
 

※５ 減価償却実施額

有形固定資産 32,134千円

無形固定資産 29,469千円
 

※５ 減価償却実施額

有形固定資産 56,499千円

無形固定資産 48,496千円

― ※６ 減損損失

 当中間会計期間において、当社は
以下の資産について減損損失を計上
しました。 
 
 用途・・・遊休資産 
 種類・・・土地 
 場所・・・愛知県名古屋市 
 減損損失・・・44,318千円 
 
(グルーピングの方法）
 事業用資産については、管理会計
上の区分を基礎とした事業単位ご
と、遊休資産については物件ごとに
グルーピングしております。 
 
（経緯） 

―



 
  

 遊休資産については、帳簿価額に
対して市場価格が著しく下落してい
るため、帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、減損損失を計上しており
ます。 
 
（回収可能価額の算定方法） 
 回収可能価額は正味売却価額によ
り測定しており、不動産鑑定評価額
に基づいて評価しております。



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

      子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

      子会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間のリース取引の重

要性が乏しいため注記を省略してお

ります。

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当 

  額、減価償却累計額相当額 

  および中間期末残高相当額

取得価
額相当
額  
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

器具備品 11,671 2,269 9,402

無形固定
資産(ソフ
トウェア)

5,117 995 4,122

合計 16,789 3,264 13,525

(注）取得価額相当額は、未経過リ 

  ース料中間期末残高が有形固 

  定資産の中間期末残高等に占 

  める割合が低いため、支払利 

  子込み法により算定しており 

  ます。

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当 

  額、減価償却累計額相当額 

  および期末残高相当額

取得価
額相当
額  
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

期末残
高相当
額 
(千円)

器具備品 11,671 324 11,347

無形固定
資産(ソフ
トウェア)

5,117 142 4,975

合計 16,789 466 16,323

(注）取得価額相当額は、未経過リ 

  ース料期末残高が有形固定資 

  産の期末残高等に占める割合 

  が低いため、支払利子込み法 

  により算定しております。

(2）未経過リース料中間期末残高相 

  当額

 １年内 5,596千円

 １年超 7,928千円

   合計 13,525千円

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 5,596千円

１年超 10,726千円

 合計 16,323千円

(注）未経過リース料中間期末残高 

 相当額は、未経過リース料中間 

 期末残高が有形固定資産の中間 

 期末残高等に占める割合が低い 

 ため、支払利子込み法により算 

 定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相 

  当額

  支払リース料    2,798千円

(注）未経過リース料期末残高相当 

 額は、未経過リース料期末残高 

 が有形固定資産の期末残高等に 

 占める割合が低いため、支払利 

 子込み法により算定しておりま 

 す。 

(3）支払リース料及び減価償却費相 

  当額

 支払リース料     466千円

  減価償却費相当額  2,798千円  減価償却費相当額   466千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残 

 存価額を零とする定額法によって 

 おります。

(4）減価償却費相当額の算定方法 

      同左 

 

 



  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

      子会社株式で時価のあるものはありません。 



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり 
純資産額

111,912円71銭
１株当たり 
純資産額

78,588円62銭
１株当たり
純資産額

146,536円97銭

１株当たり 
中間純利益

9,886円05銭
１株当たり 
中間純利益

6,024円25銭
１株当たり
当期純利益

19,203円61銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。

当社は、平成16年５月20日付で普

通株式１株につき普通株式３株の株

式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりであります。

前中間会計期間 前事業年度

１株当たり純資
産額
 96,709円02銭

１株当たり中間
純利益
 8,677円68銭

１株当たり純資産
額
 104,756円14銭

１株当たり当期純
利益
 16,731円81銭  

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、希薄化効果

を有する潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

当社は、平成17年5月20日付で普

通株式１株につき普通株式２株の株

式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりであります。

前中間会計期間 前事業年度

１株当たり純資産
額 
  55,956円35銭 
 
１株当たり中間純
利益 
  4,943円02銭

１株当たり純資
産額 
 73,268円48銭 
 
１株当たり当期
純利益 
  9,601円80銭

 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。  

当社は、平成16年５月20日付で普

通株式１株につき普通株式３株の株

式分割を行っております。

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりであります。

前事業年度

１株当たり
 純資産額

104,756円14銭

１株当たり
 当期純利益

16,731円81銭

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益 (千円) 180,914 245,789 389,130

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ― 21,100

（うち利益処分による役員賞 

 与金）
(千円) (―) (―) (21,100)

普通株式に係る中間(当期)純利

益
(千円) 180,914 245,789 368,030

普通株式の期中平均株式数 (株) 18,300.00 40,800.00 19,164.66

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要

―

商法第280条ノ20及び

第280条ノ21に規定す

る新株予約権に係る

潜在株式（新株予約

権の数324個）

―



(重要な後発事象) 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 平成16年10月12日開催の取締役

会の決議に基づき、公募による新

株式の発行および株式の売出しを

次のとおり実施いたしました。

（1）公募による新株式の発行

  発行株式数 

     普通株式    1,800株

  発行価額 

     １株につき 352,275円

  発行価額の総額 

         634,095,000円

  資本組入額 

     １株につき 176,138円

  資本組入額の総額 

            317,048,400円

  申込期間  

      自 平成16年10月21日

至 平成16年10月25日

  払込期日  

      平成16年10月28日

  配当起算日 

      平成16年10月１日

  資金の使途 

     システム開発および拠

点整備のための設備資

金

（2）株式の売出し

  売出株式数

   引受人の買取引受けによる 

   売出し

 普通株式    200株

   オーバーアロットメントに 

   よる売出し   

      普通株式    300株

 売出価格 

     １株につき373,450円

 売出価格の総額 

           186,725,000円

 申込期間 

     自 平成16年10月21日

至 平成16年10月25日

 受渡期日 

     平成16年10月29日 

１ 当社は、平成17年11月24日開催

の取締役会において、商法第413

条ノ３第１項簡易合併の規定に基

づき、当社の100％出資子会社で

ある川商スタッフサービス株式会

社を吸収合併することを決議いた

しました。

（1）合併の目的 

 経営を一体化して機動性と効率

性を高め、事業活動をさらに強化

していくため、同社を吸収合併い

たします。 

（2）合併の期日 

 平成18年２月１日

（3）合併の形式 

 当社を存続会社とし川商スタッ

フサービス株式会社を消滅会社と

する吸収合併とし、合併による新

株の発行および資本金の増加は行

いません。

（4）財産の引継 

 合併期日において、川商スタッ

フサービス株式会社の資産・負債

および権利義務の一切を引継ぎま

す。 

 なお、川商スタッフサービス株

式会社の平成17年７月31日現在の

財政状態は次のとおりでありま

す。 

  資産合計  337,367千円 

  負債合計  103,119千円 

  資本合計  234,247千円 

 

 

１ 当社は、平成17年２月21日開催

の取締役会において株式分割によ

る新株式の発行を行う旨の決議を

しております。 

株式分割の内容は下記のとおりで

あります。

(1) 平成17年５月20日付をもって 

 平成17年３月31日最終の株主名 

 簿及び実質株主名簿に記載され 

 た株主の所有株式数を１株に付 

 き２株の割合をもって分割す 

 る。 

(2) 分割により増加する株式数 

    普通株式 20,400株

(3) 配当起算日 

    平成17年４月１日

 

前期首に当該株式分割が行われたと

仮定した場合における（１株当たり

情報）の各数値はそれぞれ以下のと

おりであります。 

前事業年度

   １株当たり純資産額

 52,378円07銭

    １株当たり当期純利益

  8,365円90銭

当事業年度

  １株当たり純資産額

 73,268円48銭

   １株当たり当期純利益

 9,601円80銭

 

 



 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

２ 平成16年10月12日開催の取締役会

の決議に基づき、前記のオーバーア

ロットメントによる売出しに関連し

て、第三者割当による新株式の発行

を次のとおり実施いたしました。

（第三者割当による新株式の発行）

 発行株式数 

      普通株式    300株

 発行価額 

     １株につき 352,275円

 発行価額の総額

            105,682,500円

 資本組入額 

     １株につき 176,138円

 資本組入額の総額

             52,841,400円

 割当先および株式数

     東海東京証券株式会社

                    300株

 払込期日 

      平成16年11月30日

 配当起算日 

      平成16年10月１日

  資金の使途 

          システム開発および拠点

整備のための設備資金

― ２ 当社は、平成16年６月29日開催の

第22回定時株主総会において承認さ

れました商法第280条ノ20および商

法第280条ノ21の規定に基づきスト

ックオプションとして発行する新株

予約権の具体的な内容について、平

成17年５月23日開催の取締役会にお

いて下記のとおり決議いたしまし

た。

（1）新株予約権の発行日 

     平成17年５月23日 

（2）新株予約権の発行数 

     385個 

（3）新株予約権の発行価額 

     無償 

（4）新株予約権の目的となる株式 

  の種類および数 

     当社普通株式 770株 

    （新株予約権１個につき 

     ２株） 

（5）新株予約権の行使に際しての 

  払込金額 

     １株につき245,280円 

（6）新株予約権の行使により発行 

  する株式の発行価額の総額 

     188,865,600円  

（7）新株予約権の行使により株式 

  を発行する場合の発行価額の 

  うち資本金に組入れる額 

      94,432,800円 

    （１株につき122,640円） 

（8）新株予約権の行使期間 

     平成18年７月１日から 

     平成21年６月30日まで 

（9）申込の勧誘の相手方の人数お 

  よびその内訳 

     当社取締役および当社 

     従業員ならびに当社子 

     会社取締役合計 141名 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(１)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第23期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 平成17年6月30日東海財務局長に提出 

(２)臨時報告書 

平成17年５月30日 東海財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権発行）に基づく臨時報告書 

  であります。 

  

  



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成１６年１２月１６日

  

 

 
  

  

   

 
  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているピープルスタッフ株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の

中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、ピープルスタッフ株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上
  

 
  

ピープルスタッフ株式会社

取締役会 御中

監査法人  ト ー マ ツ

指 定 社 員

業務執行社員

公認会計士 西  松  真  人 ㊞

指 定 社 員

業務執行社員

公認会計士 水  上  圭  祐 ㊞

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報
告書提出会社）が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成１７年１２月１６日

  

 

 
  

  

   

 
  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているピープルスタッフ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の

中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわ

ち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損

なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手

続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監

査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、ピープルスタッフ株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１.会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より固定資産の減損に係る会計基

準が適用されることとなるため、この会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

２.会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より社宅家賃の従業員負担分とし

て収受する受取家賃を営業外収益に計上する方法から販売費及び一般管理費より控除する方法に変更し

た。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上
  

ピープルスタッフ株式会社

取締役会 御中

監査法人  ト ー マ ツ

指 定 社 員

業務執行社員

公認会計士 水  上  圭  祐 ㊞

指 定 社 員

業務執行社員

公認会計士 鈴  木  晴  久 ㊞



 
  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報
告書提出会社）が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成１６年１２月１６日

  

 

 
  

  

   

 
  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているピープルスタッフ株式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第２３期事業年

度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ピープルスタッフ株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上
  

 
  

ピープルスタッフ株式会社

取締役会 御中

監査法人  ト ー マ ツ

指 定 社 員

業務執行社員

公認会計士 西  松  真  人 ㊞

指 定 社 員

業務執行社員

公認会計士 水  上  圭  祐 ㊞

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報
告書提出会社）が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成１７年１２月１６日

  

 

 
  

  

   

 
  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているピープルスタッフ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２４期事業年

度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ピープルスタッフ株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１.会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準が

適用されることとなるため、この会計基準により中間財務諸表を作成している。 

２.会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より社宅家賃の従業員負担分として収

受する受取家賃を営業外収益に計上する方法から販売費及び一般管理費より控除する方法に変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
  

 
  

ピープルスタッフ株式会社

取締役会 御中

監査法人  ト ー マ ツ

指 定 社 員

業務執行社員

公認会計士 水  上  圭  祐 ㊞

指 定 社 員

業務執行社員

公認会計士 鈴  木  晴  久 ㊞

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報
告書提出会社）が別途保管しております。
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